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研究要旨 
目的：こども家庭庁による「１か月児及び５歳児健康診査支援事業」の開始と「１か月児健康診
査マニュアル」の提示を受け、各自治体や医療機関の個別裁量に委ねられてきた１か月児健康診
査は制度的転換点を迎えている。我々は、質の高い標準的な実施体制を全国に定着させるための
基礎資料を得るべく、医療現場における実施実態、運用上の阻害要因、およびマニュアルへの受
容性を明らかにすることを目的として本研究を実施した。 
方法：福岡県内の産婦人科標榜施設 86 件および小児科標榜施設 360 件（計 446 施設）を対象
に、無記名自記式アンケート調査（郵送・ウェブ併用）を実施した。調査項目は施設および回答
者の基本属性、実施状況、運営課題、マニュアル導入の影響等とした。 
結果：有効回答 238 件（回収率 53.4%）を解析した。１か月児健康診査の実施率は 55.5%であ
り、実施施設の 73.5%が市町村人口 50 万人以上の都市部に集中していた。1 か月児健康診査の
最大の課題として、診療科によらず「時間的・空間的制約」を挙げる回答が多かったが、産科医
からは「人的リソースの不足」を、新生児科医・小児科医からは「産科と小児科の連携不足」を
挙げる回答も多く得られた。理想的な実施体制として、産科医は「分娩施設への小児科医の出
向」、新生児科医・小児科医は「地域のかかりつけ医への早期紹介」を最も支持していた。新た
に導入されたマニュアルは、産科医による健康診査の網羅性の向上と小児科医による診療の質
の向上を支えており、標準化ツールとして有効に機能していることが確認された。 
結論：成育基本法が要請する「切れ目のない支援」実現に向け質の高い 1か月児健康診査を全国
に定着させるために、地理的・空間的特性に配慮した人的・物的・財政的支援に加え、施設間お
よび診療科間の連携プロトコルを策定することの必要性が示唆された。マニュアルによる質の
担保を維持しつつ、実施主体の負担を構造的に軽減することで、持続可能な実施体制を構築して
いくことが望まれる。 
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Ａ．研究目的 

我が国における乳幼児健康診査は、母子保健
法第 12条に基づく 1歳 6か月児および 3歳児
健康診査、ならびに地方交付税措置等により全
国的な実施体制が確立している 3〜6か月児お
よび 9〜11 か月児健康診査を中心に運用され
てきた。これに対し、1 か月児健康診査は、母
子保健における重要性は認識されつつも、長ら
く国による直接的な財政支援の対象外とされ
てきた経緯がある。そのため、実施場所や担当
医師の確保、自治体への情報共有等は各地域や
医療機関の裁量に委ねられ、現場を担う医師の
課題意識が公的な母子保健施策に反映されに
くい構造的な課題が存在していた。 
居住する地域にかかわらず等しく適切な成

育医療等を受けることができるよう推進すべ
きことが成育基本法に明記され、「切れ目のな
い支援」の重要性が再認識される中、こども家
庭庁による母子保健医療対策総合支援事業の
枠組みにおいて「１か月児及び５歳児健康診査
支援事業」が創設された 1)。さらに、令和 6 年
度に「１か月児健康診査マニュアル」が策定さ
れ、医学的・保健的な標準的指標が示された 2)。
国庫補助金による財政支援を背景に、これまで
の地域や医療機関の個別裁量に依拠した運用
を脱して、全国至る所で質の高い 1か月児健康
診査が提供される標準的な実施体制を確立す
ることが課題となっている。 
この制度的転換点、すなわち財政支援とマニ

ュアルに基づく標準的な実施体制への移行期
において、健康診査の現状と実務上の阻害要因、
さらには産科医や新生児科医、小児科医といっ
た現場医師の受容性を明らかにすることが不
可欠である。特に、標準的な質の確保に向けた
連携体制の構築や医師の負担感について精査
することは、持続可能な制度設計を行う上での

重要な課題といえる。 
そこで本研究班では、1 か月児健康診査の質

の標準化および持続的な実施体制の構築に資
する基礎的な資料を得るべく、現在の 1 か月児
健康診査の実施体制を把握し、医療者が直面し
ている運用上の課題および新たに示されたマ
ニュアルに対する医療現場の反応を明らかに
することを目的として、福岡県内の産科および
小児科診療を担う医療機関を対象としたアン
ケート調査を実施した。 
 

Ｂ．研究方法 

福岡県産婦人科医会および福岡県小児科医
会の協力を得て、福岡県内の産婦人科標榜医療
機関 86施設および小児科標榜医療機関 360施
設を対象とした、無記名自記式アンケート調査
を実施した（図 1）。調査期間は 2026 年 2月か
ら 3 月とし、対象医療機関へ質問票を郵送し
た。同封の返信用封筒による郵送回答、または
二次元バーコードを用いたウェブ回答を選択
できるハイブリッド方式を採用した。質問項目
は、回答施設の基本属性、1か月児健康診査の
実施状況、現行の運用における課題、「1 か月
児健康診査マニュアル」に対する受容性等で構
成した。統計解析には、R version 4.5.3 を使用
した 3)。 
本研究は、福岡大学倫理委員会の承認を得て実
施した（U25-12-012）。 
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Ｃ．研究結果 

回収結果および回答施設の基本属性 
本調査の結果、対象とした 446 施設のうち

合計 238 件（郵送回答 141 件、ウェブ回答 97
件）の有効回答が得られ、回収率は 53.4%だっ
た。回答施設の内訳は、診療所が 79.4%
（189/238 施設）と多くを占め、次いで産科有
床病院 29 施設 12.2%（29/238施設）、産科無
床病院 8.4%（20/238 施設）だった。回答者の
専門診療科は小児科（新生児科以外）が 154 名
（64.7%）と最も多く、産科 47 名（19.7%）、
新生児科 29 名（12.2%）、その他 8名（3.4%）
と続いた。診療所に勤務する小児科医（新生児
科以外）からの回答が 53．4%（127/238 件）
と多かった（図 2）。医師免許取得後の経験年数
については、20年以上の医師が 199名（83.6%）

に達した。 

 
実施体制における地域および施設間格差 

1 か月児健康診査を「実施している」と回答
した施設は 132 施設（55.5%）で、そのうち
73.5%（97/132 施設）が市町村人口 50 万人以
上の都市部に位置し、市町村人口 2万人未満で
の実施施設は 1 施設だけだった。産科有床病院
の 93%（27/29 施設）が実施していたが、診療
所での実施割合は所在地の市町村人口が 50 万
人以上（76.0%）と 50 万人未満（21.1%～34.4%）
とで大きな乖離があった（図 3）。1 か月児健康
診査を実施している産科無床病院は、いずれも
人口 50 万人以上の市町村に所在した。また、
1 か月児健康診査実施施設の 72.7%（96/132
施設）は自治体からの公費補助を伴う委託を受
けていたが、7.6%（10/132施設）は委託なし
での実施を継続していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 1. アンケート調査の流れ 

対象医療機関（福岡県内）
産婦人科標榜医療機関：86施設
小児科標榜医療機関：360施設

計446施設

調査依頼文・質問票の郵送

回答方法（選択式）

① 郵送回答
・質問票に記入

・返信用封筒に封入
・郵送にて返送

② Web回答
・二次元バーコード読取

・専用Webフォームに入力
・オンライン送信

回答回収・データ集計

図 2. 回答者の所属施設と専門診療科（その他の
診療科を除く） 
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運営課題と専門診療科における認識の相違 

1 か月児健康診査の安定的実施における最
大の課題として、どの専門診療科の医師も「時
間的・空間的な制約（33.8%～36.1%）」を最も
多く挙げたが、その他の項目に関しては診療科
による認識の差異が示唆された（図 4）。すなわ
ち、産科医からは「人的リソース（29.8%）」を、
新生児科医と小児科医（新生児科以外）からは
「産科と小児科の連携不足（各 24.1%、27.2%）」
を、それぞれ挙げる回答が多かった。特に、医
師経験 10～19 年の新生児科医・小児科医の
41.9%（13/31 名）が「産科と小児科の連携不
足」を最大の課題として挙げた。 
今後の理想的な連携体制についても、診療所

の産科医の多くが出生施設での 1 か月児健康
診査の実施を理想とし、小児科医の出向を望む
声も 38.3%（18/47名）に達したのに対し、新
生児科医の 48.3%（14/29 名）および一般小児
科医の 37.7%（58/154 名）は地域のかかりつ
け小児科での実施を支持しており、専門診療科
間の認識の相違が明らかになった（図 5）。 
 

 
 
 

図 3. 回答者の所属施設および市町村の人口規
模と 1 か月児健康診査の実施割合との関係 図 4. 安定的な 1 か月児健康診査の実施のため

の最大の課題（専門診療科毎） 

図 5. 1か月児健康診査における産科と小児科の
理想的な連携体制 
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１か月児健康診査マニュアル導入の影響 
令和 6 年に提示された「1か月児健康診査マ

ニュアル」の認知度は 72.7%（173/238 名）で
あり、最も関心を集めた領域は「見逃してはい
けない徴候・疾患（46.1%）」だった。本マニュ
アルの導入に伴う影響については、産科医は
「確認項目の増加（23.9%）」や「診察時間の延
長（23.9%）」を訴える回答が多く、新生児科医
の 71.4%（15/21名）が「特に変化はない」と
し、一般小児科医の 25.0%（16/64名）からは
「適切に評価できるようになった」と評価の質
の向上を実感する声が得られた（図 6）。これ
は、マニュアルによって診察項目が標準化・網
羅化されたことが、主に新生児科医以外による
1 か月児健康診査における観察の網羅性や医
学的な質の担保に寄与すると同時に、産科医を
中心として 1 か月児健康診査への負担増加を
招いている現状を示唆している。なお、診察時
間については診療科間で有意な差はなかった
（Fisher の直接確率検定, P = 0.8）。 

 

Ｄ．考察 

本調査の結果から、1か月児健康診査の全国

的な標準化に向けた三つの構造的な課題が整
理される。 
第一に、施設の背景や所在市町村に基づく実

施機会の不均衡である。産科有床病院をはじめ
とする 1 か月児健康診査実施施設が都市部に
偏在する現状は、どこでも質の高い健診を受け
られる体制を構築する上で地理的・空間的特性
（geospatial pattern）に応じたきめ細やかな支
援が不可欠であることを示唆している。特に、
小規模自治体における診療所や産科無床病院
において、行政レベルでの委託制度の整備と、
実施施設への重点的なリソース配分が望まれ
る。 
第二に、診療科間および世代間における「連

携」への認識の差異である。本調査では、産科
側が自施設内での 1 か月児健康診査の実施を
望み、「人的なリソース」を必要としているの
に対して、地域での受け皿となる小児科側、中
でも現場の中核を担う中堅層において、「産科
と小児科の連携不足」を最大の課題と捉える者
が多いことが浮き彫りになった。妊娠・分娩歴
や母児の既往歴、家族歴、家族背景、経済的困
難など、妊娠から出産、退院に至るまでに得ら
れた医学的・社会的情報を統合・整理して、早
期の介入や専門的評価を要するリスク項目を
適切にピックアップし、課題を整理して地域へ
繋ぐための連携体制の構築が求められる。連携
への問題意識を持った中堅世代の小児科医な
ど、現場の声に広く耳を傾けることが望ましい
と考えられる。 
第三に、質の標準化と持続可能な運用体制の

構築である。マニュアルの導入は 1か月児健康
診査の網羅性を高め、小児科的な評価の質を向
上させているが、その実務コストを実施現場が
吸収している側面がある。標準化に伴う確認項
目の増加や診察時間の延長が、リソースの限ら
れた施設において負担感に直結している可能

図 6. 「1 か月児健康診査マニュアル」の影響（複
数回答可） 
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性を鑑みれば、質の向上を単なる現場の努力に
委ねるのではなく、多職種連携によるタスクシ
フトやデジタルツールを活用した事務的負担
の軽減など、実施主体を構造的に支える支援策
こそが持続性を担保するために重要だろう。 
なお、既報の小児科医の都市部への偏在が地

域格差を助長している可能性がある 4)。産科か
ら要望のあった「分娩施設への小児科医の出向」
を実現するためには、都市部から医師を派遣す
るシステムの構築と、アクセスのよいフォロー
アップ先の確保が望まれる。また、乳幼児健康
診査を阻害する要因は、多子世帯で上の子の預
け先の確保が困難など保護者側にも存在する
ことが報告されている 5)。同胞の託児支援とい
った社会的サポートの拡充を並行して進める
こともまた検討を要する。 
本研究にはいくつかの限界があり、これらは

今後の重要な検討課題である。まず、本調査は、
比較的人口が多く、医療リソースが一定程度確
保されている福岡県のみを対象としている。そ
のため、本結果から得られた知見を直ちに日本
全体の実態として一般化することには慎重な
検討を要する。今後は、大都市圏や都市郊外、
あるいは医療資源の乏しい過疎地域など、幅広
い地域を含めた調査・解析を行い、地域特性に
応じた課題の差異を比較検証する必要がある。
また、具体的な地理的要因（居住地から施設ま
での距離、移動時間、公共交通機関の利便性な
ど）が受診行動や施設運営に与える影響につい
ては、定量的な評価に至っていない。今後は、
地理空間的なデータを収集および解析するこ
とで、健診施設の配置と受診のしやすさの関連
を詳細に可視化し、アクセシビリティの低い地
域を特定するなど、より実効性の高い配置戦略
や支援策を検討することが求められる。 

 

Ｅ．結論 

本調査の結果、1 か月児健康診査の実施率は
55.5%にとどまり、所在地の人口規模や施設機
能の差異が受診機会の格差を規定している実
態が明らかとなった。地域の実情に応じた人
的・物的・財政的支援に加え、「人的リソース」
や「産科と小児科の連携」の不足を訴える現場
の切実な声を反映し、実効性のある協力体制や
連携プロトコルを策定することこそ、「切れ目
のない支援」を具体化するために求められる。 
新たに導入されたマニュアルは、健診の網羅性
向上と診療の質の向上の両者を支え、標準化ツ
ールとして機能している。質の担保に伴う負担
増を軽減すべく、実務支援を並行して推進する
ことが、本事業の持続的な定着と発展に向けた
課題である。 
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